
一般社団法人電池工業会 

指定用紙 

整理番号 ―４―１８― 

記入見本      記入しないでください 

エネルギー環境負荷低減推進設備仕様等証明書 

 

平成２３年６月３０日財務省告

示第２１９号の別表４ 

番  号 １８ 

名  称 定 置 用 蓄 電 設 備 

 

当 

該 

設 

備 

の 

概 

要 

設 備 の 名 称 設備の製造メーカー名と名称を記入 (例：○△□株式会社 製 定置式蓄電システム) 

形 式 及 び 

納 入 数 量 

設備の形式と数量を記入 (例：AB-DEFG,  1セット) 

 

製 造 番 号 製造(シリアル)番号を記入  (例：123456) 

製 造 年 月  平成 AA 年 BB 月 

納 入 年 月  平成 CC 年 DD 月（検収年月を記入すること） 

設 置 場 所 
（事業所名）設備を設置した事業所名を記入 (例：XYZ株式会社 OPQ営業所) 

（所 在 地）設備を設置した住所を記入 (例：○○県△△市□□町AA-BB-CC) 

 

                                           実態に合せて○を記入 

                                             

該 

当

要

件 

対象設備

の機能 

建物及び構築物に設置される蓄電池の当否 1.該当   2.非該当 

蓄電容量の合計が五キロワット時以上（ナトリウム・硫黄電池を利用するもの

を除く。）のもの（電気事業法第二条第一項第九号に規定する電気事業の用に

供するものを除く。）の当否 

 

1.該当   2.非該当 

 

 

附属設備 

 

 

同時に設置する専用の制御装置 1.有     2.無 

同時に設置する専用の直交変換装置 1.有     2.無 

同時に設置する専用の表示操作器 1.有     2.無 

同時に設置する専用の系統連系用保護装置 1.有     2.無 

       新 規 設 備 の 当 否 1.該当   2.非該当 

 
                                              
 

上記内容を確認いたしました。          当該設備は、上記のとおりであることを証明します。 

平 成   年   月   日                      平 成 XX 年 YY 月 ZZ 日 

一 般 社 団 法 人   電 池 工 業 会        製造業者等の名称設備メーカー、或いは 設置業者等の名称を記入                     

〒 105-0 0 11  東 京 都 港区 芝公 園 ３ －５ － ８        製造業者等の所在地設備メーカー、或いは 設置業者等の住所を記入                     

T E L  0 3 - 3 4 3 4 - 0 2 6 1   F A X  0 3 - 3 4 3 4 - 2 6 9 1        証  明  者 この証明書の作成者名を記入 ○印    

専務理事   淡路谷 隆久   印          連  絡  先(電 話 番 号) この証明書の作成者の番号を記入                      


